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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第１四半期
連結累計期間

第40期
第１四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日

売上高 （百万円） 5,502 6,384 29,289

経常利益 （百万円） 1,122 1,337 6,954

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 680 1,413 4,571

四半期包括利益
又は包括利益

（百万円） 2,103 1,216 6,512

純資産額 （百万円） 21,005 25,729 25,413

総資産額 （百万円） 34,240 41,278 42,066

１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） 45.30 94.11 304.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.3 62.3 60.4

 
（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、「消費税及び地方消費税」（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第39期連結会計年度末より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容

易にするため第39期第１四半期連結累計期間についても百万円単位に変更しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（以下、当第１四半期又は当期間）におきましては、当社が販売展開している海外市

場では、地域別に濃淡が見られたものの、全体的な景況感は概ね順調に推移するなど、当社グループを取り巻く経

営環境は堅調さを維持しました。

このような中、販売面では、新製品や既存製品の販売拡大を図るため、主要展示会に出展するなど、販売規模の

拡充に注力するとともに、技術面では、既存製品の機能の向上や新製品の開発を進めるなど、製品競争力を図る施

策に尽力しました。生産面では、中長期的な事業規模の拡大を図るため、国内新工場の建設準備を本格的に進める

とともに、インド第３工場の本格稼働に向けた体制の整備に注力し、グループ全体の生産体制の充実に尽力しまし

た。

当期間の売上高につきましては、当期間の期首受注残高が、前年同期の期首受注残高と比べて高い水準であった

こともあり、6,384百万円（前年同期比116.0％）と増収となりました。また、当期間の受注高につきましては、

8,364百万円（同119.1％）と高い水準を確保しました。なお、当期間末現在の受注残高については、11,041百万円

（前年同期末比120.3％）となっております。

 

製品別売上高状況

(単位：百万円)

 
ストレッチブロー

成形機
金型 付属機器 部品その他 合計

前第１四半期 2,888 1,608 323 682 5,502

当第１四半期 3,160 1,960 409 853 6,384

前年同期比 109.4％ 121.9％ 126.8％ 125.1％ 116.0％

 

製品別の売上高状況につきましては、ストレッチブロー成形機が3,160百万円（前年同期比109.4％）、金型が

1,960百万円（同121.9％）、付属機器が409百万円（同126.8％）、部品その他が853百万円（同125.1％）とそれぞ

れ増収となりました。機種別では、小型の主力汎用機などが増収となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

セグメント（地域）別売上高状況

(単位：百万円)

 米州 欧州 南・西アジア 東アジア 日本 合計

前第１四半期 1,229 1,214 1,813 415 829 5,502

当第１四半期 2,266 1,383 1,905 190 638 6,384

前年同期比 184.3％ 113.9％ 105.0％ 46.0％ 77.0％ 116.0％
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①　米州

中米市場で大幅増収になったことに加え、北米市場や南米市場でも増収を確保したことにより、地域全体の売

上高は2,266百万円（前年同期比184.3％）と大幅増収となりました。セグメント利益は大幅増収の影響などによ

り、627百万円（同167.2％）と大幅増益となりました。

②　欧州

対ユーロでは前年同期と比べ、円安で推移している影響もあり、地域全体の売上高は1,383百万円（前年同期

比113.9％）と増収となりました。セグメント利益は、増収効果などもあり、491百万円（同162.2％）と大幅増

益となりました。

③　南・西アジア

インド市場やドバイ販売法人で増収を確保したことにより、地域全体の売上高は1,905百万円（前年同期比

105.0％）、セグメント利益は320百万円（同125.7％）となりました。

④　東アジア

主要市場の中国などで前年同期の実績を大幅に下回ったことにより、地域全体の売上高は190百万円（前年同

期比46.0％）と大幅減収となりました。セグメント利益も大幅減収の影響により、46百万円（同42.9％）と大幅

減益になりました。

⑤　日本

期首受注残高が低かったこともあり、売上高は638百万円（前年同期比77.0％）と減収となりました。セグメ

ント利益も、169百万円（同90.7％）と減益となりました。

 

利益面では、製造原価の低減への継続的な取組みや増収効果などにより、売上総利益は2,991百万円（前年同期

比132.3％）、営業利益は1,175百万円（同205.0％）とそれぞれ大幅増益となりました。

経常利益は、前年同期と比べ為替差益が減少したものの、営業利益段階までの増益により、1,337百万円（同

119.2％）と増益となりました。最終損益である親会社株主に帰属する四半期純利益は、投資有価証券売却益の計

上により、1,413百万円（同207.7％）と大幅増益になりました。

なお、これまでに開示している第１四半期の連結決算では、売上高及び各利益項目が過去最高を更新しました。

 

当第１四半期連結累計期間における損益の状況は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 売上高 売上総利益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

前第１四半期 5,502 2,262 573 1,122 680

当第１四半期 6,384 2,991 1,175 1,337 1,413

前年同期比 116.0％ 132.3％ 205.0％ 119.2％ 207.7％
 
 

（２）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費用は58百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株)

普通株式 38,400,000

計 38,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
 

(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,348,720 15,348,720
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 15,348,720 15,348,720 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 15,348,720 － 3,860 － 3,196

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 331,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,015,500 150,155 －

単元未満株式 普通株式 1,520 － －

発行済株式総数 15,348,720 － －

総株主の議決権 － 150,155 －
 
 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日精エー・エス・ビー
機械株式会社

長野県小諸市甲
４５８６番地３

331,700 － 331,700 2.16

計 － 331,700 － 331,700 2.16
 
（注）　当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、331,833株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、前連結会計年度末より百万円単位をもって記載することに変更しました。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,925 9,364

受取手形及び売掛金 ※2 6,680 ※2 4,541

商品及び製品 2,120 1,972

仕掛品 4,898 6,063

原材料及び貯蔵品 4,093 4,593

繰延税金資産 1,312 1,330

その他 1,358 1,352

貸倒引当金 △70 △72

流動資産合計 30,319 29,146

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,742 1,755

機械装置及び運搬具（純額） 2,163 2,105

土地 1,165 1,165

その他（純額） 2,153 3,051

有形固定資産合計 7,223 8,078

無形固定資産 121 118

投資その他の資産   

投資有価証券 1,679 845

その他 2,862 3,220

貸倒引当金 △139 △130

投資その他の資産合計 4,402 3,935

固定資産合計 11,747 12,132

資産合計 42,066 41,278
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2 4,230 ※2 4,252

短期借入金 1,353 1,199

未払法人税等 1,275 671

前受金 2,399 2,412

賞与引当金 200 109

役員賞与引当金 15 6

その他 1,365 1,387

流動負債合計 10,839 10,038

固定負債   

長期借入金 3,453 3,169

役員退職慰労引当金 313 325

退職給付に係る負債 571 569

その他 1,473 1,445

固定負債合計 5,812 5,511

負債合計 16,652 15,549

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,860 3,860

資本剰余金 3,196 3,196

利益剰余金 18,645 19,157

自己株式 △201 △202

株主資本合計 25,500 26,012

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 855 429

為替換算調整勘定 △942 △713

その他の包括利益累計額合計 △87 △284

非支配株主持分 0 0

純資産合計 25,413 25,729

負債純資産合計 42,066 41,278
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
　前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
　　至　平成28年12月31日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
　　至　平成29年12月31日）

売上高 5,502 6,384

売上原価 3,240 3,392

売上総利益 2,262 2,991

販売費及び一般管理費 1,688 1,816

営業利益 573 1,175

営業外収益   

受取利息 29 33

受取配当金 10 15

為替差益 467 68

受取手数料 40 44

その他 4 4

営業外収益合計 552 165

営業外費用   

支払利息 2 2

その他 0 0

営業外費用合計 3 3

経常利益 1,122 1,337

特別利益   

固定資産売却益 2 0

投資有価証券売却益 － 744

特別利益合計 2 744

特別損失   

固定資産売却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 1,124 2,082

法人税、住民税及び事業税 452 584

法人税等調整額 △7 83

法人税等合計 444 667

四半期純利益 679 1,414

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 680 1,413
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
　前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
　　至　平成28年12月31日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
　　至　平成29年12月31日）

四半期純利益 679 1,414

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 264 △426

為替換算調整勘定 1,159 228

その他の包括利益合計 1,423 △197

四半期包括利益 2,103 1,216

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,104 1,216

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 0
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

インドの連結子会社（ASB INTERNATIONAL PVT. LTD.）はインド国税当局より、関係会社間取引価格等に

関し、下表表示の同社決算期（３月期）５期を対象として更正通知を受けております。インド国税当局の

指摘は正当な根拠を欠くものであり、当該更正処分について承服できる内容でないことから、同社はイン

ド国税当局（紛争解決委員会）に対し、各決算期についてそれぞれ異議申立書を提出いたしました。しか

しながら、同当局より申立却下の決定が下された各決算期については、同社の見解の正当性を更に主張し

ていくため、最終の更正処分に対し、税務裁判所へ提訴又は速やかに提訴する予定でおります。

なお、平成23年３月期については、税務裁判所からインド国税当局の決定を取り消し、同当局へ差し戻す

旨の判決がありました。

同社が更正通知を受けた各決算期ごとの状況は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

(1) 平成22年３月期   

更正通知の受領 平成26年２月18日 平成26年２月18日

更正通知税額
 

60百万インドルピー
(104百万円)

60百万インドルピー
(107百万円)

異議申立書の提出 平成26年３月21日 平成26年３月21日

申立却下の決定 平成26年11月27日 平成26年11月27日

税務裁判所へ提訴 平成27年２月19日 平成27年２月19日

更正通知税額
 

64百万インドルピー
(111百万円)

64百万インドルピー
(114百万円)

(2) 平成23年３月期   

更正通知の受領 平成27年３月18日 平成27年３月18日

更正通知税額
 

125百万インドルピー
(216百万円)

125百万インドルピー
(222百万円)

異議申立書の提出 平成27年４月23日 平成27年４月23日

申立却下の決定 平成27年12月22日 平成27年12月22日

税務裁判所へ提訴 平成28年４月１日 平成28年４月１日

更正通知税額
 

64百万インドルピー
(111百万円)

64百万インドルピー
(114百万円)

税務裁判所の判決 平成29年１月４日 平成29年１月４日

(3) 平成24年３月期   

更正通知の受領 平成28年２月29日 平成28年２月29日

更正通知税額
 

129百万インドルピー
(223百万円)

129百万インドルピー
(230百万円)

異議申立書の提出 平成28年４月12日 平成28年４月12日

申立却下の決定 平成28年11月29日 平成28年11月29日

税務裁判所へ提訴 平成29年３月14日 平成29年３月14日

更正通知税額
 

114百万インドルピー
(198百万円)

114百万インドルピー
(203百万円)

(4) 平成25年３月期   

更正通知の受領 平成28年11月29日 平成28年11月29日

更正通知税額
 

57百万インドルピー
(99百万円)

57百万インドルピー
(102百万円)

異議申立書の提出 平成29年１月６日 平成29年１月６日

申立却下の決定 平成29年８月28日 平成29年８月28日

税務裁判所へ提訴 － 平成29年12月21日

更正通知税額
 

－
 

61百万インドルピー
(109百万円)
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前連結会計年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

(5) 平成26年３月期   

更正通知の受領 平成29年11月30日 平成29年11月30日

異議申立書の提出 － 平成29年12月29日
 
（注）１．更正通知受領時と税務裁判所提訴時の更正通知税額の差額は、更正通知税額の増減及び金利相当分の

増加であります。

２．平成26年３月期の更正通知には、更正所得金額の記載はあったものの、当該金額に対する更正通知税

額の記載がないことから、上表には記載しておりません。

 

※２　四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であることによる四半期連結会計期間末日満期手形について

は、四半期連結会計期間末日に入出金があったものとして処理しており、その金額は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 93百万円 12百万円

支払手形 29百万円 43百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 157百万円 187百万円
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月11日
取締役会

普通株式 600 40円 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 901 60円 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円)

 報告セグメント
合計

 米州 欧州 南・西アジア 東アジア 日本

売上高       

外部顧客への売上高 1,229 1,214 1,813 415 829 5,502

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 1,229 1,214 1,813 415 829 5,502

セグメント利益 374 303 254 109 186 1,228

 
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,228

全社費用 △351

たな卸資産の調整額 △145

その他の調整額 △158

四半期連結損益計算書の営業利益 573

 
（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円)

 報告セグメント
合計

 米州 欧州 南・西アジア 東アジア 日本

売上高       

外部顧客への売上高 2,266 1,383 1,905 190 638 6,384

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 2,266 1,383 1,905 190 638 6,384

セグメント利益 627 491 320 46 169 1,655
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,655

全社費用 △362

たな卸資産の調整額 △47

その他の調整額 △70

四半期連結損益計算書の営業利益 1,175

 
（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額  45円30銭 94円11銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

（百万円） 680 1,413

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益金額

（百万円） 680 1,413

普通株式の期中平均株式数 （株） 15,016,985 15,016,924
 
（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年11月10日開催の取締役会において、平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次のとおり第39期（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 901百万円

②　１株当たり配当額 60円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成30年２月13日

日精エー・エス・ビー機械株式会社  

 取　締　役　会　　御　中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 

 指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士
 

岡　田　吉　泰　　　　印
 

 

 指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士
 

杉　田　昌　則　　　　印
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日精エー・エ

ス・ビー機械株式会社の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29

年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日精エー・エス・ビー機械株式会社及び連結子会社の平成29年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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